
令和２年度「第三次三重県行財政改革取組」具体的取組 上半期（４月～９月）実績                                                    
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資料１別表 

番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 年次計画 上半期実績（４月～９月） 担当課 

Ⅰ ～「協創」の取組を進め、県民に成果を届けるために～「スマート改革の推進」 

1  ①「挑戦する風

土・学習する組

織」づくり 

  

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□改定した「三重県

職員人づくり基本

方針」に基づく人

材育成 

 

□「挑戦する風土・

学習する組織」に

向けた業務改善取

組の見直し 

 

□柔軟かつ弾力的な

勤務形態の検討 

    

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・「三重県職員人づくり基本方針（令和２年３月改定）」をふまえた 

重点的な取組の実施 

・次長級職員を対象とした指導力向上研修のプログラムの検討、 

実施（６月～１月） 

・面談の方法等研修のプログラム検討、実施（６月～１月） 

・マネジメント能力の向上に向けた研修のプログラム検討・実施 

（６月～１月） 

 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見 

直し＞ 

・職員提案制度、ＭＩＥ職員力アワード等の業務改善取組の見直

しを検討（６月～12 月） 

・職員提案制度等を活用した、関係者等との意見交換・ヒアリン

グの実施（９月～10 月） 

・制度の見直し方向性の提案、確定（１月～３月） 

・現行制度への改善策の反映（随時） 

 

 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・在宅勤務の試行的な取組と検証（４月～３月） 

・三重県職員障がい者活躍推進計画をふまえ、障がいのある職

員を交えての柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討（６月～３月） 

 

 

＜改定した「三重県職員人づくり基本方針」に基づく人材育成＞ 

・次長級職員を対象とした指導力向上研修のプログラムの検討 

（６月～８月） 

 ・面談の方法等研修のプログラム検討、研修の実施（６月～９

月） 

・マネジメント能力の向上に向けた研修（係長等研修）のプログ

ラム検討（６月～８月） 

 

 

＜「挑戦する風土・学習する組織」に向けた業務改善取組の見 

直し＞ 

・職員提案制度の「テーマ別事業提案」を活用し、職員提案制

度、ＭＩＥ職員力アワード等の業務改善取組の見直し・活性化に

ついて、職員から提案を募集し、提案者との意見交換を実施（６

月～８月） 

・提案等を踏まえて、関係者（アワード実行委員会メンバー等）

へのヒアリング、意見交換等を実施（９月～10 月予定） 

・現行制度の改良、改善策の反映（随時） 

 

＜柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討＞ 

・新型コロナウイルス感染症対策をふまえた、在宅勤務の試行

的な取組（４月～） 

・在宅勤務システムの整備（５月）、導入（６月～） 

・「県庁テレワーク・デイズ 2020」、在宅勤務等にかかる研修の

実施（８月） 

・三重県職員障がい者活躍推進計画をふまえ、障がいのある職

員を交えての柔軟かつ弾力的な勤務形態の検討（８月～） 

 

＜改定した「三重県職員

人づくり基本方針」に基

づく人材育成＞ 

総務部人事課 

 

 

 

 

 

＜「挑戦する風土・学習

する組織」に向けた業務

改善取組の見直し＞ 

総務部行財政改革推進 

課 

 

 

 

 

＜柔軟かつ弾力的な勤

務形態の検討＞ 

総務部人事課 

総務部スマート改革推進

課 

随時実施 

順次実施 

実施 検討 
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番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 年次計画 上半期実績（４月～９月） 担当課 

2 ②スマート自

治体へのチャ

レンジ 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□ＡＩやＲＰＡの活

用等による業務改

善の推進 

 

□モバイルワークの

実証研究、実施 

 

□キャッシュレス決

済の導入検討 

 

□スマート自治体に

向けた推進体制の

構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 新型コロナウイルス感染症の影響が続く中、収束後の「新常

態」を見据え、三重県庁全体でスマート改革を加速させていくた

め、次の３つの変革に取り組みます。 

変革１ 県庁改革 ‐Smart Government‐ 

変革２ 官民で実現する新しい働き方 ‐Smart Workstyle‐ 

変革３ テクノロジー活用による社会課題解決の加速 ‐

Smart Solutions‐ 

 

＜ＡＩやＲＰＡの活用等による業務改善の推進＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐】 

・令和元年度に実証実験を行った業務へのＲＰＡの本格導入（４

月～） 

・職員説明会、ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲ対象業務の調査（６月～９月） 

・業務ヒアリング・選定、シナリオ作成・テスト、ＲＰＡの導入拡

大、ＡＩ－ＯＣＲの実証実験（10 月～３月） 

・保管文書の電子化検討・実施（６月～３月）、機能的な執務環

境の検討・整備（６月～３月） 

 

＜モバイルワークの実証研究、実施＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐、変革２ ‐Smart Workstyle‐】 

・モバイルワークの実証研究（４月～12 月）、本格導入（１月～３

月） 

・在宅勤務及びＷｅｂ会議の環境整備（４月～６月）、活用開始

（６月～） 

・部長級会議等へのモバイル端末の導入・活用（４月～） 

 

＜キャッシュレス決済の導入検討＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐】 

○自動車税（種別割）の納付における、スマートフォン決済アプ

リの利用・導入 

・導入開始（５月） 

・納税通知書へのチラシの同封、県政だより、県ホームページへ

の掲載等による周知広報（５月～）  

・利用状況の確認（６月） 

・スマートフォン決済アプリの拡大を検討（９月） 

 

 

○使用料、手数料等へのキャッシュレス決済導入準備 

・入札、事業者決定（５月～６月） 

・システム改修、運用テスト（７月～３月） 

・会計規則の改正、様式変更、広報等（10 月～３月） 

・キャッシュレス決済の開始（令和３年４月～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ＡＩやＲＰＡの活用等による業務改善の推進＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐】 

・令和元年度に実証実験を行った業務等へのＲＰＡの本格導入

（４月～） 

・ＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲの職員への情報提供、対象業務の募集（７

月）、調査（８月～９月） 

・業務ヒアリング・選定、シナリオ作成・テスト、ＲＰＡの導入拡

大、ＡＩ－ＯＣＲの実証実験（８月～） 

・機能的な執務環境、紙資料削減等の検討（６月～） 

 

＜モバイルワークの実証研究、実施＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐、変革２ ‐Smart Workstyle‐】 

・モバイルワークの実証研究、本格導入準備（４月～） 

・在宅勤務及びＷｅｂ会議の環境整備（４月～５月）、導入（６月

～）、「県庁テレワーク・デイズ 2020」の実施（８月） 

・部長級会議等へのモバイル端末の導入・活用（４月～） 

 

 

＜キャッシュレス決済の導入検討＞ 

【変革１ ‐Smart Government‐】 

○自動車税（種別割）の納付における、スマートフォン決済アプ

リの利用・導入 

・スマートフォン決済アプリを導入（４月） 

・納税通知書へのチラシ同封、県政だより、県ホームページへの

掲載により周知（５月） 

・利用状況の確認（６月） 

  スマートフォン決済アプリを利用した納期内納付の実績 

  令和２年度 4,815 件（納期内納付全体の 0.8%）  

・スマートフォン決済アプリの拡大を検討（７月） 

○使用料、手数料等へのキャッシュレス決済導入準備 

・企画提案コンペ、最優秀提案者決定（５月～６月） 

・業務委託契約（７月） 

・システム改修着手（８月～） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ＡＩやＲＰＡの活用等に

よる業務改善の推進＞ 

総務部スマート改革推進

課 

 

 

 

 

 

 

＜モバイルワークの実証

研究、実施＞ 

総務部スマート改革推進

課 

 

 

 

 

 

 

＜キャッシュレス決済の

導入検討＞ 

総務部税務企画課 

出納局出納総務課 

総務部総務課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施 

順次実施 

検討 

検討 

検討 

順次実施 

検討 

実施 



3 

番

号 
具体的取組 工程 令和２年度 年次計画 上半期実績（４月～９月） 担当課 

○県有施設等管理受託業務 

・県有施設等管理受託者（指定管理事業者、自動販売機設置

者、食堂運営事業者等）における導入検討（通年） 

 

＜スマート自治体に向けた推進体制の構築＞ 

【変革３ ‐Smart Solutions‐】 

・組織改正の実施（積極的に取組を推進していく司令塔として、

「スマート改革推進課」を総務部に設置）（４月～） 

・スマート改革推進に向けた会議の見直し検討・実施（４月～５

月） 

・スマート人材候補の公募、テーマの決定（５月～６月）、ＡＩ等先

進技術に係る研修後、ＡＩの実証実験等のプロジェクト実施（７月

～２月） 

 

○県有施設等管理受託業務 

・県有施設等管理受託者（指定管理事業者、自動販売機設置

者、食堂運営事業者等）における導入検討（通年） 

 

＜スマート自治体に向けた推進体制の構築＞ 

【変革３ ‐Smart Solutions‐】 

・組織改正の実施（積極的に取組を推進していく司令塔として、

「スマート改革推進課」を総務部に設置）（４月～） 

・スマート改革推進に向けた体制の検討（４月～５月）、行財政

改革・デジタル戦略推進本部を設置（５月） 

・スマート人材候補の公募・テーマの決定（６月～７月）、フィール

ドワーク実施（８月～）、ＡＩ等先進技術に係る研修（９月～） 

 

 

 

 

＜スマート自治体に向け

た推進体制の構築＞ 

総務部総務課 

総務部スマート改革推進

課 

3 ③コミュニケー

ションの活性

化 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□より一層組織的に

仕事を確実に進め

る組織運営の検討 

 

□コミュニケーショ

ンを促進する仕組

みづくり 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・「みんなで担うＯＪＴ」を進めるため、対話の頻度を増やす事例

を紹介した「職場での人材育成の手引」の改正とＯＪＴリーダー

研修等での周知（６月～１月） 

・ワーク・ライフ・マネジメントシート等を活用した所属長との効果

的な面談の実施（４月～３月） 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・面談の方法等研修のプログラム検討、実施（６月～１月） 

・職場でのストレスを解消するためのここからルーム（健康開発

室）での医師、保健師等の産業保健スタッフによる相談対応や、

地共済健康ダイヤル等の事業外資源を活用した第三者による

相談の実施（通年） 

 

 

＜より一層組織的に仕事を確実に進める組織運営の検討＞ 

・「みんなで担うＯＪＴ」を進めるため、対話の頻度を増やす事例

を紹介した「職場での人材育成の手引」の改正（４月）、e-ラーニ

ングによるＯＪＴリーダー研修の実施（７月） 

・ワーク・ライフ・マネジメントシート等を活用した所属長との効果

的な面談の実施（期首面談４月～５月、中間面談８月～９月） 

 

＜コミュニケーションを促進する仕組みづくり＞ 

・面談の方法等研修のプログラムの検討、研修の実施（６月～９ 

月） 

・職場でのストレスを解消するためのここからルーム（健康開発

室）での医師、保健師等の産業保健スタッフによる相談対応や、

地共済健康ダイヤル等の事業外資源を活用した第三者による

相談の実施（通年） 

 

＜より一層組織的に仕

事を確実に進める組織

運営の検討＞ 

総務部人事課 

総務部行財政改革推進

課 

 

＜コミュニケーションを促

進する仕組みづくり＞ 

総務部人事課 

総務部福利厚生課 

 

 
 

随時実施 

実施 検討 
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番号 具体的取組 工程 令和２年度 年次計画 上半期実績（４月～９月） 担当課 

Ⅱ ～県民の信頼をより高めるために～「コンプライアンスの推進」 

4 

 

①コンプライア

ンス意識の向

上 

 

 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□コンプライアンス

推進体制の確立 

 

□「自分事」と捉える

仕組みの構築 

    

 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

・組織マネジメントシートによる進捗管理（４月～） 

・コンプライアンス推進会議の開催（８月、１月） 

 

 

 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・知事と職員との意見交換（４月～） 

・コンプライアンスミーティング（年３回） 

・メールマガジンによるメッセージの発信（月１回） 
 

 

＜コンプライアンス推進体制の確立＞ 

・コンプライアンス意識の向上や適切な事務処理を実施するた

めの具体的な取組を組織マネジメントシートへ記載（４月） 

・コンプライアンス推進に向けた取組内容の検討、各所属への

取組徹底を図るため、コンプライアンス推進会議を開催（９月） 

 

＜「自分事」と捉える仕組みの構築＞ 

・職員一人ひとりのコンプライアンス意識の向上を図るとともに、

所属におけるコミュニケーションの活性化と担当者の孤立感の

解消を図るため、個別面談方式のコンプライアンス・ミーティング

を実施（８月～９月） 

・知事、副知事、危機管理統括監をはじめ、各部長等から、行財

政改革取組に係るメッセージを発信（月１回） 

 

総務部行財政改革推

進課 

 

 

 

 

 

 

 

5 

 

②組織として的

確に業務を進

める仕組みづく

り 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□的確に業務を進め

るための仕組みの

構築 

 

□業務に関する専門

知識の向上 

 

 

   

 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・組織運営の見直しの実施（本庁の班に「係長（主査級）」を、

地域機関の課に「課長代理（主査級）」を配置）（４月～） 

・三重県公文書等管理条例の確実な施行（４月～） 

・内部統制制度の運用（４月～） 

 

 

 

 

 

 

<業務に関する専門知識の向上> 

・職責ごとに職員が職務にかかる「能力」などを習得できるよ

う、様々な手法を活用してのブラッシュアップ研修の実施（６月

～１月） 

・新任班長における業務に関する専門知識の向上研修のプロ

グラム検討と実施（６月～１月） 

 

 

＜的確に業務を進めるための仕組みの構築＞ 

・組織運営の見直しの実施（本庁の班に「係長（主査級）」を、地

域機関の課に「課長代理（主査級）」を配置）（４月～） 

・三重県公文書等管理条例の確実な施行（４月～） 

令和２年度廃棄予定簿冊に係る審査会委員との調整（７月） 

文書事務のハンドブックの発行（８月） 

職員向け研修実施（９月） 

・事務の適正執行や不祥事の未然防止を目的とした内部統制

制度の運用を今年度から開始し、運用ツールであるリスクマネ

ジメントシートを各所属において確定（４月～８月） 

 

<業務に関する専門知識の向上> 

・職責ごとに職員が職務にかかる「能力」などを習得できるよう、

e-ラーニング等の手法を活用してのブラッシュアップ研修の実

施（７月～） 

・新任班長における業務に関する専門知識（会計事務の適正

化、文書管理の適正化、情報公開・個人情報保護の適正な運

用、情報セキュリティ対策）の向上研修のプログラム検討と実施

（７月～８月） 

・新規採用職員フォローアップ研修において、コンプライアンス

意識の重要性やこれまでの取組経緯について伝達（９月） 

・在宅勤務やＷｅｂ会議の活用を促進するための研修において、

コンプライアンス推進の観点から留意すべき事項を伝達（８月） 

 

＜的確に業務を進める

ための仕組みの構築

＞ 

総務部総務課 

総務部法務・文書課 

総務部行財政改革推

進課 

 

 

 

 

<業務に関する専門知

識の向上> 

総務部人事課 

総務部行財政改革推

進課 

 

 

 

 

 

 

 

順次実施 

検討 
 

実施 

順次実施 

検討 
 順次実施 
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番号 具体的取組 工程 令和２年度 年次計画 上半期実績（４月～９月） 担当課 

Ⅲ ～県財政の健全化に向けて～【持続可能な行財政運営の確保】  

6 ①県財政の基

盤強化と機動

的かつ弾力的

な行財政運営

の確立 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□経常的な支出の抑制 

 

□多様な歳入確保策の

推進 

 

    

 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・公債費、投資的経費の抑制（通年） 

・社会保障関係経費の抑制（通年） 

・維持管理費の抑制（通年） 

・総人件費の抑制（通年） 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・県税収入の確保 

【市町と連携した現年度滞納整理対策（現年度対策）の促進

支援】 

市町支援窓口の設置（４月） 

各地域税収確保対策会議で説明、共有（５月） 

市町支援窓口の運営（通年） 

情報交換会等の開催など（随時） 

三重県地方税収確保対策連絡会議で各地域の取組を報告

（２月） 

【市町と連携した三重地方税管理回収機構を活用した繰越

滞納分滞納整理の促進支援】 

各地域税収確保対策会議で報告、依頼（５月） 

機構の活動状況の報告（通年） 

機構との情報交換会（６月、９月、12 月） 

三重県地方税収確保対策連絡会議で報告（２月） 

【個人住民税における特別徴収義務者の指定のさらなる徹

底】 

個人住民税に関する課題検討会の開催（７月） 

検討結果を市町へ提供（10 月） 

令和２年度特別徴収の割合の分析、情報提供（10 月） 

・国の支出金等の積極的な活用（通年） 

・ネーミングライツ、クラウドファンディングの積極的な活用（通

年） 

・財産の有効活用、未利用財産の売却等の促進  

一般競争入札のほかインターネットオークションや買受申

込の先着順による売払を実施（通年） 

自動販売機設置場所の貸付（通年） 

広告付き案内地図の設置、ポスター広告の掲出（通年） 

公用車への広告掲載（通年） 

エレベーター広告の掲載を新たに実施（８月～３月） 

第三次みえ公有財産利活用方針に基づく未利用等財産の

利活用の促進（通年） 

＜経常的な支出の抑制＞ 

・超長期債（30 年）発行額を令和元年度発行額より増額（９月） 

・総人件費の抑制 

令和３年度組織機構及び職員定数調整方針の検討（８月～

９月） 

 

＜多様な歳入確保策の推進＞ 

・県税収入の確保 

【市町と連携した現年度滞納整理対策（現年度対策）の促進

支援】 

市町支援窓口の設置（４月） 

各地域税収確保対策会議で説明、共有（６月～７月） 

市町支援窓口の運営（通年） 

情報交換会等の開催など（随時） 

 

 

【市町と連携した三重地方税管理回収機構を活用した繰越

滞納分滞納整理の促進支援】 

各地域税収確保対策会議で報告、依頼（６月～７月） 

機構の活動状況の報告（通年） 

機構との情報交換会（８月、９月） 

 

【個人住民税における特別徴収義務者の指定のさらなる徹

底】 

個人住民税に関する課題検討会の開催（７月） 

 

 

・外部資金助成制度の情報を提供（４月～） 

・ネーミングライツの活用（４月～） 

  スポーツ施設：２施設 

歩道橋：10 施設 

都市公園：１施設 

・クラウドファンディング事業の実施（４月～）   

令和２年度 ３事業 

・財産の有効活用、未利用財産の売却等の促進  

未利用財産（土地・建物）の売却（通年） 

９月末までの売却実績   397,480 千円（２物件） 

売却対象財産にかかる部局調整（４月～９月） 

売却対象財産にかかる一般競争入札の実施（５月、８月） 

売却対象財産にかかる県ホームページの情報更新（６月） 

自動販売機設置場所の貸付（４月～）  

＜経常的な支出の抑

制＞ 

総務部財政課 

総務部総務課 

 

 

 

 

＜多様な歳入確保策

の推進＞ 

総務部税収確保課 

総務部財政課 

総務部管財課 

 

 

 

 

実施 

実施 
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番号 具体的取組 工程 令和２年度 年次計画 上半期実績（４月～９月） 担当課 

広告付き案内地図の設置（４月～）    

ポスター広告の掲出（７月～）      

公用車への広告掲載（４月～） 

7 ②多様化する

県民ニーズに

応えるための

取組の推進 

取組項目 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 

□県民参加型予算の

導入 

 

□事務事業の積極的

な見直し 

 

□県有施設見直しの

着実な推進 

 

    

 

＜県民参加型予算の導入＞ 

・事業提案の募集、県民による投票と意見募集の実施（通年） 

 

 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・当初予算編成において事務事業の抜本的な見直し（10 月～

２月） 

・事業改善に向けた有識者懇話会（ブラッシュアップ懇話会）

において県民からの意見を募集（６月） 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・これまでの検討結果をふまえ、維持管理費の抑制と、新たな

県民ニーズへの対応や県民サービスの向上をめざした見直し

の推進（通年） 

 

＜県民参加型予算の導入＞ 

・事業提案の募集（６月～８月） 

・部局における事業構築（９月～） 

 

＜事務事業の積極的な見直し＞ 

・事業改善に向けた有識者懇話会（ブラッシュアップ懇話会）に

おける県民からの意見募集（６月） 

 

 

 

＜県有施設見直しの着実な推進＞ 

・対象施設の進捗状況等の確認（７月～８月） 

 

＜県民参加型予算の

導入＞ 

総務部財政課 

 

＜事務事業の積極的

な見直し＞ 

総務部財政課 

 

 

＜県有施設見直しの着

実な推進＞ 

総務部行財政改革推

進課 

 

実施 

実施 

実施 


